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１．需要予測モデルに求められる要件と対応状況 

 

 
将来の航空需要予測の際には、上記４点について、下記の観点から①～⑪

の要件を考慮する必要がある。 

表 １-１ 需要予測モデルに求められる要件 

要件 要件の説明 
①人口減少 人口変化は航空需要の変動要因であり、2005（平成 17）年以

降減少に転じることが推計されている我が国の将来人口は航

空旅客需要に大きな影響を及ぼす要因の一つ。  
②経済成長 経済成長は航空需要の変動要因であり、航空旅客需要、及び

航空貨物需要ともに最も影響を及ぼす要因の一つ。  

(1) 
社

会

経

済

動

向 
③為替変動 為替変動は航空運賃や財価格等に直接影響を及ぼす要因であ

り、国際旅客需要、国際貨物需要に大きな影響を及ぼす要因

の一つ。  
④交通機関 航空や新幹線等の交通機関のサービス水準の違い、あるいは

変化（例えば頻度（本数・便数）増加など）は、旅行目的地

までの交通機関の選択に影響を及ぼす。空港間競争、他の輸

送機関との競合を捉える上で重要。  

(2) 
交

通

サ

ー

ビ

ス 

⑤空港アクセス 空港を選択する際に、空港までのアクセスサービスが大きく

影響する。空港アクセスサービスの変化は他交通機関との選

択にも影響する。そのため、空港までのアクセス利便性を評

価できることが重要。  
⑥首都圏空港の

容量緩和 
成田空港平行滑走路延伸により首都圏空港の容量が緩和され

ると、空港の魅力度（利便性）が向上し、航空需要に影響を

及ぼす。  

(3) 
航

空

行

政 
⑦空港別規制 伊丹空港における B747 の乗入れ制限等の個別空港に関わる

規制は、空港選択に影響を及ぼす。  

旅客特性 
⑧国籍 日本人、及び外国人の航空需要動向は異なることから、日本

人／外国人の特性の差を考慮する必要がある。  
⑨旅行目的 観光、あるいはビジネスといった旅行目的により、航空需要

動向は異なることから、旅行目的を考慮した予測が必要。  

 

⑩発着地域 特に国際旅客において、東アジア圏との流動の増加など、発

着地域別の経済等の動向を考慮した予測ができることが必

要。  
貨物特性 

(4) 
旅

客 
・

貨

物

特

性 

 ⑪発着地域 東アジアの経済成長により貨物流動の増加など、貿易相手地

域・国別需要動向を考慮した予測ができることが必要。  

・ 需要予測は、空港の整備や整備する施設規模等の検討材料とともに、事業評

価における費用対効果分析の基礎データとしても重要なものである。 
・ 現在、需要予測に求められている要件としては、大別すると下記の 4 点に集

約される。 
(1) 社会経済の変化を適切に反映できること 

(2) 各種交通サービス水準の違いや変化を反映できること 

(3) 航空行政を巡る変化を反映できること 

(4) 旅行者、貨物の属性別の需要が予測できること 
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 上記の①～⑪の要件に対して、各需要予測モデルでは表 １-２のとおりに

対応している。 
 

表 １-２ 需要予測モデルに求められる要件と各予測モデルにおける対応状況 

 予測モデル  
要件  

国内旅客 国際旅客 国内貨物 国際貨物 

①人口変化 ○※1 ○※1 △※2 △※2 

②経済成長※3 ○ ○ ○ ○ 

(1) 
社

会

経

済 
③為替変動 － ○ － ○ 

④交通機関 ○ （○※4） － （○※4） (2)
交

通

サ

ー

ビ

ス 

⑤空港アクセス ○ ○ － － 

⑥首都圏空港の

容量緩和 
○ ○ － ○ (3) 

航

空

行

政 

⑦空港別規制 ○ － － － 

旅客特性 
⑧国籍 － ○ － － 
⑨旅行目的 ○ ○ － － 

 

⑩発着地域※5 ○ ○   
貨物特性 

(4) 
旅

客 
・

貨

物

特

性 

 ⑪発着地域※5 － － － ○ 

※１：国内旅客、国際旅客の予測モデルでは、わが国全体の将来人口の減少だけでなく、都道府

県別の将来人口変化についても考慮している。  
※２：国内貨物、国際貨物の予測モデルにおいては、わが国の人口減少を明示的にモデル化して

いないが、将来における経済成長の設定は人口減少を考慮しているため間接的に考慮してい

ることになる。  
※3：経済成長については、国内需要予測モデル（旅客・貨物）においては、わが国全体の経済成

長だけでなく、都道府県別の経済成長についても考慮している。国際需要予測モデル（旅客・

貨物）では、海外の経済成長について考慮している。  
※4：経路選択モデルのみ対応している。  
※5：・データの制約等により、各モデルの区分は異なる。  

・国内旅客の予測モデルでは「発着地域」は 223 区分。国際旅客の予測モデルでは、国内

は 50～75 区分（概ね都道府県別）、海外は 32 区分（主要地域・国別）。  
・国際貨物の予測モデルでは「発着地域」は国内 47 区分（都道府県別）、海外 28 区分（主

要地域・国別）。  
※６：上記表中の「△」は、間接的に考慮している項目を表す。  
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図 １-１ 検討対象空港 

 



 4

２．航空需要予測モデルの体系 

（１）国内航空旅客需要予測モデル 

・ 四段階推計法に基づく（前回の長期計画（2000 年予測時）と基本的に同

じ。） 
・ サブモデルの精度向上とゾーン分割等予測精度を向上。 

 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎

 
 

図 ２-１ 予測の流れ 
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１）モデルのフロー 

 
○囲みの数字は、「需要予測モデルに求められる要件」の番号に対応している。 

図 ２-２ モデルのフロー（国内旅客） 

 
【2000 年モデルからの主な改良ポイント】 

改良点 改良のポイント 
ゾーニングの変更 
（※１） 

首都圏及び関西圏ゾーンを細分化（214→223 生活圏

ｿﾞ-ﾝ）し、首都圏(羽田・成田) 及び関西圏(関西・伊

丹・神戸)の空港間競合を表現。 
1 便あたり旅客数の設

定方法の変更（※２） 
1 便あたりの旅客数の予測モデルを構築。 

①②  

①②  ※1 

⑩  

④  

⑤  

※２  

⑥⑦  
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２）各サブモデル段階でのゾーン区分 

 
全国発生モデル 

 
全国 

× 

全国 

 

 
※日本の将来社会経済動

向・アクセシビリティ指標

をもとに予測。 
※全目的１区分 

着

発 ｿﾞｰﾝ1 ｿﾞｰﾝ2 … ｿﾞｰﾝ223

ｿﾞｰﾝ1

ｿﾞｰﾝ2

…

…

…

…

…

…

ｿﾞｰﾝ223

計

計
旅行先223ゾーン

居
住
地
2
2
3
ゾ
ー

ン

 
 

         （目的別に３区分） 

地域別発生モデル 

 
居住地 223 ゾーン 

× 

全国 

 

 
※居住地 223 ゾーン別の

将来社会経済動向・アクセ

シビリティ指標をもとに

予測。 

着

発 ｿﾞｰﾝ1 ｿﾞｰﾝ2 … ｿﾞｰﾝ223

ｿﾞｰﾝ1

ｿﾞｰﾝ2

…

…

…

…

…

…

ｿﾞｰﾝ223

計

計

居
住
地
2
2
3
ゾ
ー

ン

旅行先223ゾーン

 
 

 

旅行先選択モデル 以降 

 
居住地 223 ゾーン 

× 

旅行先 223 ゾーン 

 

 
※旅行先 223 ゾーン別の

将来社会経済動向、居住地

223 ゾーン×旅行先 223 ゾ

ーン間のアクセシビリテ

ィ指標をもとに予測。 

着

発 ｿﾞｰﾝ1 ｿﾞｰﾝ2 … ｿﾞｰﾝ223

ｿﾞｰﾝ1

ｿﾞｰﾝ2

…

…

…

…

…

…

ｿﾞｰﾝ223

計

計

居
住
地
2
2
3
ゾ
ー

ン

旅行先223ゾーン

 

図 ２-３ 各サブモデル段階でのゾーン区分（国内旅客） 
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図 ２-４ 国内 223 ゾーン図（国内旅客） 

 

214→223コード生活圏に分離された地域 
214コード生活圏を継続する地域 
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（２）国際航空旅客需要予測モデル 

・ 四段階推計法に基づく（前回の長期計画（2000 年予測時）と基本的に同

じ。） 
・ 日本人観光目的、日本人業務目的、外国人の３区分に分けて推計。 
・ サブモデルの精度向上とゾーン分割等予測精度を向上。 
 

 

 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

国内－海外
地域間の
交通量
（②分布交通）

航空経路別（空港別）
の需要
（③航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

日本全体
地域毎 地域毎

 
 

図 ２-５ 予測の流れ 
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１）モデルのフロー 

 
○囲みの数字は、「需要予測モデルに求められる要件」の番号に対応している。 

図 ２-６ モデルのフロー（国際旅客） 

 
 
【2000 年モデルからの主な改良ポイント】 

改良点 改良のポイント 
海外方面区分の変更 
（※１） 

【全国発生ﾓﾃﾞﾙ】アジア域内の方面区分を中国中心

に細分化（2 方面→22 方面）。 
海外ゾーニングの変更

（※２） 
【航空経路選択ﾓﾃﾞﾙ】海外 20 方面を 32 地域に細分

化し、需要増加が著しい中国内各地域との流動をﾓﾃﾞ

ﾙ化。 
 

①②③  ※１  

①②  

※２  

⑤  

⑤  

⑥  
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２）各サブモデル段階でのゾーン区分 

 
全国発生モデル 

 
国内：１国 

× 

海外：22 方面 
（21 地域・1 方面） 

 
※日本及び海外 22 方面の

将来社会経済動向・アクセ

シビリティ指標をもとに予

測。 

着

発 計

ｿﾞｰﾝ1

…

…

…

…

…

…

…

ｿﾞｰﾝ50

アジア

地域1 …
計

計

5
0
ゾ
ー

ン

地域21

アジ
ア以
外計

 
  

国内地域別発生モデル 

 
国内：50 ｿﾞｰﾝ 

× 

海外：２方面 
（ｱｼﾞｱ 21 地域の計と 

ｱｼﾞｱ以外計の 2 方面） 
 
※国内 50 ｿﾞｰﾝ別の将来社

会経済動向・アクセシビリ

ティ指標をもとに予測。 

着

発 地域21 計

ｿﾞｰﾝ1

…

…

…

…

…

…

…

ｿﾞｰﾝ50

地域1 …
計

計

5
0
ゾ
ー

ン

アジ
ア以
外計

アジア

 
 

 
分布モデル①（アジア以外） 

 
国内：１国 

× 

海外：32 地域 

 

 
※アジア以外を 2005 年実

績をもとに按分。 

着

発 地域21 計 地域32 計

ｿﾞｰﾝ1

…

…

…

…

…

…

…

ｿﾞｰﾝ50

計
地域1 … 地域22 …

計

5
0
ゾ
ー

ン

アジア アジア以外

図 ２-７ 各サブモデル段階でのゾーン区分（国際旅客）（1/2） 
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分布モデル② 

 
国内：50 ｿﾞｰﾝ 

× 

海外：32 地域 

 

 
※現在(2005 年)の国内 50 ｿﾞ

ｰﾝ×海外 32 地域間の旅客流

動パターンに近似する様に

算出。 

着

発 計 計

ｿﾞｰﾝ1

ｿﾞｰﾝ2

…

…

…

…

…

…

ｿﾞｰﾝ50

計

計
地域1 … 地域21 地域22 … 地域32

5
0
ゾ
ー

ン

アジア アジア以外

 
 

 
分布モデル③ 

 
国内：75 ｿﾞｰﾝ 
（首都圏内 1 都 6 県細分化） 

× 

海外：32 地域 

 

※将来のｿﾞｰﾝ別人口構成率

により按分。 
※日本人のみ細分化。 

着

発 地域21 計 地域32 計

ｿﾞｰﾝ1 …

… …

千葉

船橋

君津

成田

佐倉

市原

計

… …
ｿﾞｰﾝ75 …

7
5
ゾ
ー

ン

千
葉
県

…

アジア以外
計

地域1 …

アジア

計

地域22

 

 
航空経路選択モデル 

 
国内：75 ｿﾞｰﾝ 

× 

海外：32 地域 

 

 
※国内 75 ｿﾞｰﾝ×海外 32 地

域間の OD 別に、候補航空経

路の所要時間・費用・便数な

どのｻｰﾋﾞｽ水準により配分。 

着

発 地域21 計 地域22 … 地域32 計

ｿﾞｰﾝ1

…

…

…

…

…

…

…

ｿﾞｰﾝ75

アジア以外

地域1 …

アジア
計

計

7
5
ゾ
ー

ン

 
図 ２-７ 各サブモデル段階でのゾーン区分（国際旅客）（2/2） 
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ｿﾙﾄﾚｰｸｼﾃｨ

ﾒｷｼｺｼﾃｨ

ｱﾝｶﾚｯｼﾞ

ﾐﾈｱﾎﾟﾘｽ

ｼﾝｼﾅﾃｨ
ｼｶｺﾞ ﾃﾞﾄﾛｲﾄ

ﾄﾛﾝﾄ

ﾛﾝﾄﾞﾝ

ﾏﾄﾞﾘｰﾄﾞ
ﾊﾞﾙｾﾛﾅ

ﾊﾟﾘ

ﾛｰﾏ

ﾐﾗﾉｼﾞｭﾈｰﾌﾞ

ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ

ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ

ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ

ｳｨｰﾝ
ﾁｭｰﾘｯﾋ

ﾐｭﾝﾍﾝ

ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ

ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ
ﾍﾙｼﾝｷ

ﾓｽｸﾜ

ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ

ｶｲﾛ

ｼﾞｯﾀﾞ
ﾊﾞｰﾚｰﾝ

ﾃﾍﾗﾝ

ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ

ﾀｼｹﾝﾄ

ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ

ｶﾗﾁ
ﾃﾞﾘｰ

ﾎﾞﾝﾍﾞｲ

ｶﾙｶｯﾀ

ｶﾄﾏﾝｽﾞ

ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ

ｲﾙｸｰﾂｸ

ﾀﾞｯｶ

ｺﾛﾝﾎﾞ

ﾔﾝｺﾞﾝ

ﾁｪﾝﾏｲ

ﾊﾞﾝｺｸ
ﾎｰﾁﾐﾝ

ﾗﾝｶｳｲ
ﾌﾟｰｹｯﾄ

ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ

ｼﾞｬｶﾙﾀ
ﾃﾞﾝﾊﾟｻｰﾙ

ｸﾁﾝﾍﾟﾅﾝ
ｺﾀｷﾅﾊﾞﾙ

ﾏﾆﾗ

ｾﾌﾞ

香港
ﾊﾉｲ

ﾏｶｵ

広州 台北

高雄

７ 台湾

西安

上海

青島
天津
北京

藩陽

長春

ﾊﾙﾋﾞﾝ

ｳﾗｼﾞｵｽﾄｯｸ

ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ
ﾕｼﾞﾉｻﾊﾘﾝｽｸ

ｿｳﾙ
光州 釜山

済州

大邱
清州

大連

８　韓国

13　タイ

ﾊﾞﾝﾀﾞﾙｽﾘﾌﾞｶﾞﾜﾝ

14　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

11　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

12　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

10　ﾏﾚｰｼｱ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

 

 

図 ２-８ 世界の地域分割（32 地域） 

中国の地域分割 
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表 ２-１ 海外方面・地域区分 

全国発生モデル 

22 方面区分 

地域別

発生モ

デル 2

方面区

分 

公表値

の区分 航空経路選択モ

デル 

32 地域区分 

対象国・地域 代表空港 

1 中 黒龍江 ｱｼﾞｱ 中国 1 黒龍江 黒龍江省 哈爾浜  
2 国 吉林   2 吉林 吉林省 長春  
3  遼寧   3 遼寧 遼寧省 大連  
4  北京 

天津 

  4 北京 

天津 

北京市・天津市・河北省 北京  

5  山東   5 山東 山東省 青島  
6  江蘇    6 江蘇 江蘇省 南京  
7  上海   7 上海 上海市 上海  
8  浙江   8 浙江 浙江省 杭州  
9  福建   9 福建 福建省 厦門  
10  広東   10 広東 広東省 広州  
11  海南   11 海南 海南省 海口  
12  中部   12 中部 山西省等の６省・ 武漢  
13  西部   13 西部 重慶市等の１市・６省・５自治区、ﾓﾝ

ｺﾞﾙ 

成 都 ( 重 慶

*1) 
14 香港  香港 14 香港 香港 香港  
15 台湾  台湾 15 台湾 台湾 台北  
16 韓国  韓国 16 韓国 韓国 仁 川 ( 金 浦

*2) 
17 ﾏﾚｰｼｱ  ASEAN 17 ﾏﾚｰｼｱ ﾏﾚｰｼｱ、ﾌﾞﾙﾈｲ ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ 
18 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ   18 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾃﾞﾝﾊﾟｻｰﾙ 
19 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ   19 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 
20 ﾀｲ    20 ﾀｲ等 ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾗｵｽ、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、ﾀｲ、ﾐｬﾝﾏｰ ﾊﾞﾝｺｸ 
21 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ   21 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾏﾆﾗ 

ｱｼﾞｱ 

以外 

米州 22 北米西海岸 ｱﾒﾘｶ合衆国 50 州のうちｱﾗｽｶ州、ﾜｼ

ﾝﾄﾝ州、ｵﾚｺﾞﾝ州、ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州、ｶﾅﾀﾞ

12 州のうちﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ州 

ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ 
(ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ
*3) 

  23 北米東海岸 ｱﾒﾘｶ合衆国 50 州のうち北米西海岸

４州、ﾊﾜｲ州を除く計 45 州、ｶﾅﾀﾞ 11

州 

ｼｶｺﾞ 

  24 ﾊﾜｲ ﾊﾜｲ州 ﾎﾉﾙﾙ 
  25 ｸﾞｱﾑ･ｻｲﾊﾟﾝ ｸﾞｱﾑ、ｻｲﾊﾟﾝ ｸﾞｧﾑ 
  26 中南米 中南米 ｻﾝﾊﾟｳﾛ 
 欧州 

その他 

27 西 南 ｱ ｼ ﾞ ｱ ・

中近東 

ｲﾝﾄﾞ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｨｼｭ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ｽﾘﾗﾝ

ｶ、ｲﾗﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ

等 

ﾃﾞﾘｰ 

  28 ﾖｰﾛｯﾊﾟ 旧ソ連を除くﾖｰﾛｯﾊﾟ諸国 ﾊﾟﾘ 
  29 旧ソ連 極東ﾛｼｱを除く旧ソ連 ﾓｽｸﾜ 

(ﾀｼｭｹﾝﾄ*4)
  30 極東ﾛｼｱ ﾊﾞｲｶﾙ湖付近以東（ｲﾙｸｰﾂｸ、ﾊﾊﾞﾛﾌ

ｽｸ、ｳﾗｼﾞｵｽﾄｯｸ、ﾕｼﾞﾉｻﾊﾘﾝｽｸ） 

ｳﾗｼﾞｵｽﾄｯｸ

(ﾕｼﾞﾉｻﾊﾘﾝｽ
ｸ*5) 

  31 ｱﾌﾘｶ ｴｼﾞﾌﾟﾄ等ｱﾌﾘｶ諸国 ｶｲﾛ 

22 ｱｼﾞｱ以外 

  32 ｵｾｱﾆｱ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰ

ｷﾞﾆｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ﾀﾋﾁ 

ｹｱﾝｽﾞ 

注） 代表空港は 2005 年 10 月時点に日本から便数が最も多い空港を選定。ただし、

当該空港への路線がない場合は別途設定。具体的には、(*1)中部=重慶、(*2)

羽田=金浦、(*3)中部=ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ、(*4)関西=ﾀｼｭｹﾝﾄ、(*5)札幌・函館=ﾕｼﾞﾉｻﾊﾘﾝ

ｽｸ。 
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（３）国内航空貨物需要予測モデル 

    
・ 最新データを用いてモデルパラメータを推定する。 
 

１）モデルのフロー 

 
○囲みの数字は、「需要予測モデルに求められる要件」の番号に対応している。 

図 ２-９ モデルのフロー（国内貨物） 

 

②  
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（４）国際航空貨物需要予測モデル 

・ これまで航空貨物を量から予測していたが、本来，貿易は国際経済におい

て、国際間の財需要供給関係の結果として金額ベースで決定されるため、

金額ベースで将来の貿易量を予測し、貨物重量の動向や特性を踏まえて重

量換算を行った。 
 

全国の
貿易量

全国の貿易相手国別
貿易量
（①発生集中量）

国内－海外
地域間の
貿易量
（②分布量）

航空経路別（空港別）
の需要
（③航空経路選択）

日本全体 地域毎日本全体

 

図 ２-１０ 予測の流れ 
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１）モデルのフロー 

国内47都道府県～海外全方面別
国際貨物量の予測

日本全体の海外６方面別
国際貨物量の予測

16空港別～海外28地域別
ﾌﾚｲﾀｰ便数の予測

国内47都道府県～海外28地域別
国際貨物量の予測

16空港別～海外28地域別
国際貨物量の予測

便数整合ﾁｪｯｸ

16空港別貨物量
16空港別ﾌﾚｲﾀｰ便数

日本GDP、
海外６方面別GDP、為替

海外６方面別
１トン当たり貿易額

国内47都道府県別
工業製品出荷額、GRP

16空港別ﾌﾚｲﾀｰ便数
国内陸送ｻｰﾋﾞｽ水準 等

４空港別～海外３方面別
１便当たり貨物量

空港容量制約

【直送貨物ﾓﾃﾞﾙ】

【継越貨物ﾓﾃﾞﾙ】

３空港別～海外28地域別
継越貨物量の予測

【便数算定】

16空港別～海外28地域別
将来のﾍﾞﾘｰ便数

日本全体の海外６方面別
国際貨物貿易額の予測

全国モデル

国内地域別モデル

国内47都道府県～海外29地域別
国際貨物の実績

分布モデル

航空経路選択モデル

16空港別～海外28地域別
国際貨物量の予測

【輸出】

【輸入】

【輸出】【輸入】

 
※1：囲みの数字は、「需要予測モデルに求められる要件」の番号に対応している。 

※2：便数換算の際はベリー便に貨物を積載し、積み残し分をフレーター便に積載する。 

図 ２-１１ モデルのフロー（国際貨物） 

【2000 年モデルからの主な改良ポイント】 
改良点 改良のポイント 

海外方面区分の変更（※１） アジア域内の方面区分を細分化（5 区分→6 区分）。

将来の経済成長率を反映で

きるモデルに変更（※２） 
トレンド予測から海外 GDP や為替等で全国の貨

物量を予測する重回帰モデルに変更。 
将来の都道府県別発生量シ

ェアの変更（※３） 
最新年の実績値設定から、都道府県 GRP 等で予

測する重回帰モデルに変更。 
便数を考慮した空港選択モ

デルに変更（※４） 
便数を待ち時間に換算して説明するモデルから、

便数を直換説明変数とするモデルに変更。 

②③⑪  ※1※２  

※３  

※４  

⑥  
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２）各サブモデル段階でのゾーン区分 

 
全国モデル 

 
国内：１国 

× 

海外：６方面 

 

 
※日本及び海外６方面の

将来社会経済動向をもと

に予測。 

着

発

1

2

…

…

…

…

…

…

47

計

計

4
7
都
道
府
県

海外6方面

方面1 方面2 … 方面6

 
 

 

国内地域別モデル 

 
国内：47 都道府県 

× 

海外：１方面 

 

 
※国内 47 都道府県別の将

来社会経済動向をもとに

予測。 

着

発

1

2

…

…

…

…

…

…

47

計

計

4
7
都
道
府
県

方面6

海外6方面

方面2方面1 …

 
 

 

分布モデル① 

 
国内：47 都道府県 

× 

海外：６方面 

 

 
※現在(2005 年)の国内 47
都道府県×海外６方面間

の旅客流動パターンに近

似する様に算出。 

着

発

1

2

…

…

…

…

…

…

47

計

4
7
都
道
府
県

海外6方面

方面1 方面2 … 方面6
計

 
図 ２-１２ 各サブモデル段階でのゾーン区分（国際貨物）（1/2） 
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分布モデル② 

 
国内：47 都道府県 

× 

海外：28 地域 

 

 
※現在パターン法により

海外 28 地域別に按分。 

着

…

発 地域1 … … … 地域28

1

2

…

…

…

…

…

…

47

海外６方面

計 ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ASEAN…方面１

…

計

4
7
都
道
府
県

方面6 計

  

航空経路選択モデル 

 
国内：47 都道府県 

× 

海外：28 地域 

 

 
※国内 47 都道府県×海外

28 地域の OD 別に、候補

航空経路の所要時間・費

用・便数などのｻｰﾋﾞｽ水準

により配分。 

着

発

1

2

…

…

…

…

…

…

47

海外28地域
計

地域1 地域2 地域28…

計

4
7
都
道
府
県

図 ２-１２ 各サブモデル段階でのゾーン区分（国際貨物）（2/2） 
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図 ２-１３ 世界の地域分割（28 地域） 

中国の地域分割
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表 ２-２ 海外方面・地域区分 

海外６方面 

（全国モデル） 

海外 28 地域 

（航空経路選択モデル） 

中国+香港 中国 13 地域 

 香港 

台湾 台湾 

韓国 韓国 

ASEAN マレーシア 

 インドネシア 

 シンガポール 

 タイ 

 フィリピン 

米州 北米 

 中南米 

欧州・その他 ヨーロッパ 

 ロシア 

 西南アジア・中近東 

 アフリカ 

 オセアニア 
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３．将来予測 

（１）予測ケースの設定  

 

表 ３-１ 予測ケースの設定 

 

 

 

 

※１： 羽田と成田を一括し、成田に集約して予測 
※２： 便数上限に到達後､ロードファクター上昇、機材大型化を可能とする 

 
 

（２）社会経済フレーム等の設定 

１）共通事項 

表 ３-２ 将来予測にかかる社会経済フレーム等の設定（共通事項） 

項目 2005 年モデル 
予測年次 2012・2017 年度 

（参考値 2022・2027 年度） 
日本 GDP 成長率
※１ 

基本ケース：政府見通し等より 
1.7％（2006～2012）、2％程度（2013～2020）、1％台半ば（2021～2027） 
 
上位・下位ケース：基本ケースから年平均成長率±0.3％ 

都道府県別 GRP※

２ 
実質経済成長率の推計を基に算出した全国の実質国内総生産をコントロールト
ータルとして、人口変化率により人口増減に伴う経済規模の増減を反映させた方
法で推計。 

人口※２ 全国値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成 18 年 12
月推計）の中位推計値。 
都道府県別値は国土計画局推計値。 

既設 2005 年度時点での高速道路ネットワーク 道 路 ネ
ットワー
ク 
※２ 

新設 高規格幹線道路が段階的に整備・供用開始 

LOS（時 間 ・運 賃 ）
※２ 

・2005 年 10 月現在の LOS（時間・運賃）を設定。 
・新設空港は 2006 年 10 月時点を反映。 
・整備新幹線は整備計画や既存の路線を参考に設定。 

※１：GDP の上位・下位ケースの設定値は、平成 14 年 1 月及び平成 17 年 1 月の「構造改革と経済財政の
中期展望」における中期予測（2006～2010 年の 5 年間）の差の単純平均（0.3％）より設定している。 

※２：都道府県別 GRP、人口、道路ネットワーク、及び LOS（時間・運賃）については、国内航空貨物以外（国内
航空旅客、国際航空旅客、国際航空貨物）の共通事項。 

※３：緑網掛部分は今後変更する可能性あり。 
  (1)日本 GDP 成長率：2007 年２月に国土計画局推計値に差替予定。 

  (2)人口：都道府県別値については、2007 年３月に国立社会保障・人口問題研究所都道府県別推計値に差替予定。 

  (3)道路ﾈｯﾄﾜｰｸ（新設）：高規格幹線道路は 2012､2017 に整備予定に応じ供用。 

 

 

24.5万回

２万回

成田

37.7万回国内旅客

国際旅客※１

国際貨物※１

羽田
予測ケース

基本ケース

24.5万回

２万回

成田

37.7万回国内旅客

国際旅客※１

国際貨物※１

羽田
予測ケース

基本ケース
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２）国内航空旅客 

表 ３-３ 将来予測にかかる社会経済フレーム等の設定（国内旅客） 

項目 2005 年モデル※1 
ゾーン 全国 223 ゾーン（2000 年モデルに比べ、東京+2、千葉+2、大阪+4、兵庫+1） 

既 設 路
線 

2006 年 10 月現在の路線を設定 国 内 航
空ネット
ワーク 新 設 路

線 
静岡・百里が 2012 年度当初までには供用と設定。路線設定は計画に基づく。 
成田・関西空港における路線成立の可能性を検討。 

既 設 路
線 

2005 年 10 月現在の路線を設定 

整 備 新
幹線 

・八戸～新青森，博多～新八代間が 2012 年度当初までには供用と設定。 
・新青森～新函館，長野～金沢間が 2017 年度当初までには供用と設定。 

鉄 道 ネ
ットワー
ク 

空 港 ア
ク セ ス
鉄道 

成田新高速鉄道・仙台空港アクセス鉄道が 2012 年度当初までには供用と設定 

羽田 37.7 万回/年 
成田 2 万回/年 
伊丹※２ ジェット 200 回/日、プロペラ 170 回／日 
神戸 2.0 万回/年 

容 量 制
約 

その他 容量制約なし 
※１：現段階では 2000 年モデルを使用。2005 年全国幹線旅客純流動調査が公表された段階で 2005 年モデ

ルを構築・差替予定。 
※２：機材の最大利用者数はジェット 330 人（B777 を想定）、プロペラ 60 人（DH4 を想定）を想定。 

※３：首都圏については参考として制約無しケースを計算。 
※４：緑網掛部分は今後変更する可能性あり。 
  (1)日本 GDP 成長率：2007 年２月に国土計画局推計値に差替予定。 

  (2)人口：都道府県別値については、2007 年３月に国立社会保障・人口問題研究所都道府県別推計値に差替予定。 

  (3)道路ﾈｯﾄﾜｰｸ（新設）：高規格幹線道路は 2012､2017 に整備予定に応じ供用。 
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３）国際航空旅客 

表 ３-４ 将来予測にかかる社会経済フレーム等の設定（国際旅客） 
項目 2005 年モデル 

ゾーン 国内 75 ゾーン（日本人）・50 ゾーン（外国人） 
海外 32 ゾーン 

海外 GDP 成長率 ｱｼﾞｱ／ｱｼﾞｱ以外 
2006：11.0%/3.4%、 2007：7.4%/3.8%、 2008：6.7%/2.5%、  
2009～2027：4.1%/2.1% 

 
2006～2007：「WORLD ECONOMIC OUTLOOK Database, September 2006」（2006
年 9 月，IMF） 
2008：「Global Economic Prospect 2007（世界経済の展望 2007）」（2006 年 12 月，
世界銀行） 
2009～2027：「Global Economic Prospect 2007」又は「世界経済の潮流 2004 年
秋」（2004 年 11 月，内閣府政策統括官室） 

 
為替レート IMF 短期見通しで一定：「WORLD ECONOMIC OUTLOOK Database, September 

2006」（2006 年 9 月,IMF）の 2007 年値  ［ﾄﾞﾙ］116 円/ﾄﾞﾙ ［ﾕｰﾛ］127 円/ﾄﾞﾙ 
既設 
路線 

2006 年 10 月現在の路線を設定 国 際 航
空ネット
ワーク 新設 

路線 
成田・関西・中部空港における路線成立の可能性を検討。 
静岡空港における韓国路線を設定。 

既設 
空港 

2006 年 10 月現在の路線を設定 国 内 航
空ネット
ワーク 新設 

空港 
静岡・百里が 2012 年度当初までには供用と設定。路線設定は計画に基づく。 

既設 
路線 

2005 年 10 月現在の路線を設定 

整備 
新幹線 

・八戸～新青森，博多～新八代間が 2012 年度当初までには供用と設定。 
・新青森～新函館，長野～金沢間が 2017 年度当初までには供用と設定。 

鉄 道 ネ
ットワー
ク 

空 港 ア
ク セ ス
鉄道 

成田新高速鉄道・仙台空港アクセス鉄道が 2012 年度当初までには供用と設定 

成田 
羽田 

２４．５万回/年※1 容 量 制
約 

その他 容量制約なし 
※１：羽田と成田を一括し、成田に集約して予測（旅客便＋貨物便） 
※２：首都圏については参考として制約無しケースを計算。 
※３：緑網掛部分は今後変更する可能性あり。（日本ＧＤＰ、人口、道路ネットワーク、容量制約については２）

国内航空旅客と同様） 
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４）国内航空貨物 

表 ３-５ 将来予測にかかる社会経済フレーム等の設定（国内貨物） 
項目 2005 年モデル 

ゾーン 全国１ゾーン 
 

５）国際航空貨物 

表 ３-６ 将来予測にかかる社会経済フレーム等の設定（国際貨物） 
項目 2005 年モデル 

ゾーン 国内 47 ゾーン，海外 17 ゾーン 
工業製品出荷額 経済産業省が提唱する「新産業創造戦略」（平成 16 年 5 月）が実現すると想定

し、国内都道府県別業種別工業製品出荷額に新産業創造戦略の業種別成長率
を乗じて、推計。 

海外 GDP 成長率 ｱｼﾞｱ／ｱｼﾞｱ以外 
2006：11.0%/3.4%、 2007：7.4%/3.8%、 2008：6.7%/2.5%、  
2009～2027：4.1%/2.1% 

 
2006～2007：「WORLD ECONOMIC OUTLOOK Database, September 2006」（2006
年 9 月，IMF） 
2008：「Global Economic Prospect 2007（世界経済の展望 2007）」（2006 年 12 月，
世界銀行） 
2009～2027：「Global Economic Prospect 2007」又は「世界経済の潮流 2004 年
秋」（2004 年 11 月，内閣府政策統括官室） 

為替レート IMF 短期見通しで一定：「WORLD ECONOMIC OUTLOOK Database, September 
2006」（2006 年 9 月，IMF）の 2007 年値 

国 際 航
空ネット
ワーク 

既 設 路
線 

2006 年 10 月現在の路線を設定 

成田 
羽田 

２４．５万回/年※1 
 

容 量 制
約 

その他 容量制約なし 
※１：羽田と成田を一括し、成田に集約して予測（旅客便＋貨物便） 

※２：緑網掛部分は今後変更する可能性あり。（日本ＧＤＰ、人口、容量制約については３）国際航空旅客と
同様） 
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４．国内航空旅客需要予測のモデル式 

（１）全国発生モデル（旧生成モデル） 

モデル式を、以下のとおりとした。説明変数として取り込んだアクセ

シビリティ指標は、旅行先選択モデルから全国発生モデル用に計算され

たログサム変数を、旅行目的別発生量で重み付け平均して算出した。 

 

    




























= ∏ _sγ

t
k

_s
kttt _sLogsumX)_sexp(POPQ k ・・・ βα    （ ３.２.1 ） 

            
∑∑

∑∑
=

i l
ilt

i l
iltilt

t Q

g_LogsumQ
s_Logsum

・

 （ ３.２.２ ） 

tQ  ： t年の旅客地域流動ベースの全目的生成量（人/年） 
iltQ  ： t年における居住ゾーン i、旅行目的 lの純流動ベース

の発生量（人/年）  
tPOP  ： t年の全国の夜間人口(1000 人) 

ktX  ： t年の社会経済指標 k  
tsLogsum_  ： t年の全国のアクセシビリティ指標。居住ゾーン i、旅

行目的 l毎のアクセシビリティ指標 iltg_Logsum を、旅行

目的別発生量 iltQ で重みづけ平均したもの 
til_gLogsum  ： t年における居住ゾーン i、旅行目的 lのアクセシビリ

ティ指標。生成モデルのアクセシビリティ指標算定の

ために、旅行先選択モデルから計算されるログサム変

数（式３.４.３） 
_sα 、 k_sβ 、 _sγ  ：パラメータ 

 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（２）地域別発生モデル（旧発生モデル） 

モデル式は、式３.３.１～３.３.２のとおりとした。説明変数として

取り込む居住ゾーン毎のアクセシビリティ指標は、旅行先選択モデルか

ら計算されるログサム変数とした。 

 

      ( )




























= ∏ _gγ

i
k

_gβ

ikii _g・LogsumX・_gexpPOPQ kα・  （ ３.３.１ ） 

             ( )








= ∑
∈ i_dcj

iji _dVexpln_gLogsum  （ ３.３.２ ） 

 
iQ  ：居住ゾーン iの発生量（人/日） 

iPOP  ：居住ゾーン i の人口指標(1000 人) 
［業務］ 就業者数 
［観光］ 夜間人口 
［私用］ 夜間人口 

ikX  ：居住ゾーン iの社会経済指標 k  
i_gLogsum  ：居住ゾーン i のアクセシビリティ指標。旅行先選択モ

デルから計算されるログサム変数 
ij_dV  ：居住ゾーン i から旅行先ゾーン j を選択するときの

旅行先選択モデルの効用 
i_dc  ：居住ゾーン i における旅行先の対象となるゾーン j

の集合 
_gα 、 k_gβ 、 _gγ  ：パラメータ 

 
 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（３）旅行先選択モデル 

モデル式は、式 3.４ .１～3.４ .３のとおりとした。アクセシビリティ指

標は、交通機関選択モデルから計算されるログサム変数である。 
 

                 
( )
( )∑

∈

=

i_dcj
ij

ij
ij

_dVexp
_dVexp_dP  （ ３.４.１ ） 

           ij・

k
jkk・ij _dLogsum_dX_d_dV γβ += ∑  （ ３.４.２ ） 

           ( )












= ∑
∈ ij2_cm

ijmij 2m_Vexplnd_Logsum  （ ３.４.３ ） 

 
ij_dP  ：居住地ゾーン iにおける旅行先ゾーン jの選択確率 
ij_dV  ：居住地ゾーン iにおいて旅行先ゾーン jを選択するときの

効用 
i_dc  ：居住地ゾーン iから選択可能な旅行先ゾーンの集合 

jkX  ：居住地ゾーン jの k番目の魅力度指標 
ij_dLogsum  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間のアクセシビリティ指

標。交通機関選択モデル（レベル２）から計算されるログ

サム変数。 
ijm_m2V  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でレベル２の交通機関

mを選択するときの効用 
ij_m2c  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で選択可能なレベル２

の交通機関の集合 
k_dβ 、 k_dγ  ：パラメータ 

 
 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（４）交通機関選択モデル 

モデル式は、下式のとおりとした。 

レベル１のアクセシビリティ指標は、航空経路選択モデルから計算さ

れるログサム変数であり、レベル２でのアクセシビリティ指標は、公共

交通機関相互の選択を表すレベル１から計算されるログサム変数である。 

 

［レベル１］ 

              
)_m1Vexp(

)_m1Vexp(_m1P

ij_m1cm
ijm

ijm
ijm

∑
∈

=  （ ３.５.１ ） 

       ijm

k

ijmkmkijm _m1Logsum_m1X_m1_m1V ・・ γβ += ∑  （ ３.５.２ ） 

         ( )












= ∑
∈

=
ijr_cr

ijr)m(ijm V_rexpln1m_Logsum 航空  （ ３.５.３ ） 

 
ijm_m1P  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でのレベル１の交通

機関 mの選択確率 
ijm_m1V  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でレベル１の交通機

関 mを選択するときの効用 
ij_m1c  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で選択可能なレベル

１の交通機関の集合 
ijmkX  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でレベル１の交通機

関 mを選択する場合の k番目の交通サービス指標 
ijm_m1Logsum  ：航空の固有変数であるアクセシビリティ指標。航空経

路選択モデルから計算されるログサム変数。 
ijr_rV  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で航空経路 rを選択

するときの効用 
ij_rc  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で選択可能な航空経

路の集合 
mk_m1β 、 _m1γ  ：パラメータ 

 
［レベル２］ 

               
)_m2Vexp(

)_m2Vexp(_m2P

ij_m2cm
ijm

ijm
ijm

∑
∈

=  （ ３.５.４ ） 

        ijm
k

ijmkmkijm _m2Logsum_m2X_m2_m2V ・・ γβ +=∑  （ ３.５.５ ） 

        ( )












= ∑
∈

=
ij1m_c'm

'ijm)m(ijm 1m_Vln2m_Logsum 公共交通機関  （ ３.５.６ ） 

 
ijm_m2P  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でのレベル２の交通

機関 mの選択確率 
ijm_m2V  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でレベル２の交通機
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関 mを選択するときの効用 
ij_m2c  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で選択可能なレベル

２の交通機関の集合 
ijmkX  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でレベル２の交通機

関 mを選択する場合の k番目の交通サービス指標 
ijm_m2Logsum  ：レベル２の公共交通機関の固有変数であるアクセシビ

リティ指標。レベル１から計算されるログサム変数。 
ijm'_m1V  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でレベル１の交通機

関 'm を選択するときの効用 
ij_m1c  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で選択可能なレベル

１の交通機関の集合 
ijmkX  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間でレベル１の交通機

関 mを選択する場合の k番目の交通サービス指標 
mk_m2β 、 _m2γ  ：パラメータ 

 
 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（５）航空経路選択モデル 

モデル式は、下式のとおりとした。 

アクセシビリティ指標は、空港アクセス交通機関選択モデルから計算

される、居住地側ログサム変数と旅行先側のログサム変数の和としてい

る。 

 

                 
)_rVexp(

)_rVexp(
_rP

ij_rcr
ijr

ijr
ijr ∑

∈

=  （ ３.６.１ ） 

      { }dest
jnr

resd
inr

k
ijkrkrijr _rLogsum_rLogsum_rX_r_rV ++=∑ ・・ γβ  （ ３.６.２ ） 

ijr_rP  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間での航空

経路 rの選択確率 
ijr_rV  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で航空経

路 rを選択するときの効用 
ij_rc  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で選択可

能な航空経路の集合 
ijkrX  ：居住地ゾーン iと旅行先ゾーン j間で航空経

路 rを選択する場合の k番目の交通サービス

指標 
kr_rβ 、 _rγ  ：パラメータ 

resd
inr_rLogsum 、 dest

jnr_rLogsum  ：居住地側( resd )ゾーン i、旅行先側( dest )ゾ
ーン jから各々の空港 nまでの利便性を表

わすアクセシビリティ指標。空港アクセス

交通機関選択モデル（レベル２）から計算

されるログサム変数。居住地または旅行先

ゾーン iから空港 nの間で、空港アクセス交

通機関選択モデル（レベル２）による交通

機関 m の効用を inmV_ac2 、選択肢集合を

inc_ac2 とすると、以下の式で表される。 

         ( )








= ∑
∈ in2ac_cm

inmin 2ac_Vexpln_rLogsum  （ ３.６.３ ） 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（６）空港アクセス交通機関選択モデル 

モデル式は、式３.７.１～３.７.５のとおりとした。 

レベル２でのアクセシビリティ指標は、公共交通機関相互の選択を表

すレベル１から計算されるログサム変数である。 

 

［レベル１］ 

 

              
)_ac1Vexp(

)_ac1Vexp(_ac1P

in_ac1cm
inm

inm
inm ∑

∈

=  （ ３.７.１ ） 

              ∑=
k

inmkmkinm X_ac1_ac1V ・β  （ ３.７.２ ） 

inm_ac1P  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間でのレベル１の空港

アクセス交通機関 mの選択確率 
inm_ac1V  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間でレベル１の空港ア

クセス交通機関 mを選択するときの効用 
in_ac1c  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間で選択可能なレベル

１の空港アクセス交通機関の集合 
inmkX  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間でレベル１の空港ア

クセス交通機関 mを選択する場合の k番目の交通サービス

指標 

mk_ac1β  ：パラメータ 

 

  ［レベル２］ 

              
)_ac2Vexp(

)_ac2Vexp(_ac2P

in_ac2cm
inm

inm
inm ∑

∈

=  （ ３.７.３ ） 

      inm
k

mkinm _ac2_ac2_ac2_ac2 LogsumXV inmk ・・ γβ += ∑  （ ３.７.４ ） 

      ( )








= ∑
∈

−=
inaccm

inmminm acVacLogsum
1_'

')( 1expln2_ 公共交通機関  （ ３.７.５ ） 

 
inm_ac2P  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港間 nでのレベル２の空

港アクセス交通機関 mの選択確率 
inm_ac2V  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間でレベル２の空港

アクセス交通機関 mを選択するときの効用 
in_ac2c  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間で選択可能なレベ

ル２の空港アクセス交通機関の集合 
inmkX  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間でレベル２の空港

アクセス交通機関 mを選択する場合の k番目の交通サービ

ス指標 
inm_ac2Logsum  ：レベル２の公共交通機関の固有変数であるアクセシ

ビリティ指標。レベル１から計算されるログサム変数。 
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inm'_ac1V  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間でレベル１の空港

アクセス交通機関 'm を選択するときの効用 
in_ac1c  ：居住地または旅行先ゾーン iと空港 n間で選択可能なレベ

ル１の空港アクセス交通機関の集合 
km_ac2β 、 _ac2γ  ：パラメータ 

 

 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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５．国際航空旅客需要予測のモデル式 

（１）全国発生モデル（旧生成モデル） 

① 出入国日本人 

観光／業務等の２区分別にモデル式を以下の通りとした。なお、式中

の「２」は、出国ベースの予測値を２倍して出入国ベースの予測値に直

していることを示すものである1。 

説明変数として取り込むアクセシビリティ指標は、航空経路選択モデ

ルから生成モデル用に計算された 2ログサム変数を、旅行目的別ＯＤ量

で重み付け平均したものである。 

 
DEMjt＝2・JPOPjt・｛JGDPPCt

α1・FGDPt
α2・RATEjt

α3・ACCjt
α4・exp(SARSjt)

α5・exp(DMYj)
α6・expβ｝ 

    (人口 )          (人口 1 人当たり旅行回数 ) 
 

DEMjt ：t 年の海外方面 j への日本人出入国者数（人/年）  
JPOPt ：t 年の日本の総人口（※観光は総人口、業務等は生産年

齢人口（15～64 歳）。）（15～64 歳）（百万人） 
JGDPPCt ：t 年の日本の 1 人当たり実質 GDP（千円/人年） 
FGDPjt ：t 年の海外方面 j の実質 GDP（10 億 US ドル/年） 
RATEjt ：t 年の海外方面 j の為替レート（円/相手国通貨） 
ACCjt ：t 年の日本と海外方面 j 間のアクセシビリティ指標 

（航空経路選択モデルから算出されるログサム変数）  
SARSjt ：t 年の海外方面 j の SARS ダミー 

（アジア各国・地域 2003 年=1,その他=0） 
DMYj ：海外方面 j の固有ダミー 
α1～α6，β  ：パラメータ 

 
② 出入国外国人 

中国／中国以外の２区分別にモデル式を以下の通りとした。なお、式

中の「２」は、入国ベースの予測値を２倍して出入国ベースに直してい

ることを示すものである 1。 

説明変数として取り込むアクセシビリティ指標は、航空経路選択モデ

ルから生成モデル用に 2 計算されたログサム変数を、ＯＤ量で重み付け

平均したものを用いた。 

 

【外国人】 
DEMjt＝2・｛JGDPt

α1・FGDPjt
α2・RATEjt

α3・ACCjt
α4・exp(VISAjt)

α5・exp(DMYj)
α6・expβ｝ 

 
DEMjt ：t 年の海外方面 j からの外国人出入国者数（人/年）  

                                            
1 ベースデータとする出入国管理統計（法務省）では、日本人は出国ベース、外国人は入国ベースのデータで

把握されている。 
2 生成モデルの 1 つの説明変数となるアクセシビリティ指標は、航空経路選択モデルから算定されるログサム

変数であるが、多年次のデータ整備は困難なことから、1975 年から５年間隔でデータを整備し、中間年は線形

補完値とした。また、過年度のダイヤデータでは発着時刻が把握できないことから、最小乗り継ぎ時間を超え

る待ち時間を考慮していない。さらに、過年度の航空旅客動態調査ではソウルトランジットの実態が把握でき

ないことから、ソウルトランジット経路のログサム変数は含まれていない。これらの点で、３．３発生モデル

で使われているアクセシビリティ指標とは異なる。 
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JGDPt ：t 年の日本実質 GDP（兆円/年） 
FGDPjt ：t 年の海外方面 j の実質 GDP（10 億 US ドル/年） 
RATEjt ：t 年の海外方面 j の為替レート（円/相手国通貨） 
ACCjt ：t 年の日本と海外方面 j 間のアクセシビリティ指標 

（航空経路選択モデルから算出されるログサム変数）  
VISAjt ：t 年の中国各地域 j の中国団体観光ビザダミー（北京・上海・

広東は 2000 年以降＝1，江蘇・浙江・山東・遼寧は 2004 年以降＝1，他

の中国ゾーンは 2005 年以降＝1） 
DMYj ：海外方面 j の固有ダミー 
α1～α6，β  ：パラメータ 

 
 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（２）国内地域別発生モデル（旧発生モデル） 

① 出入国日本人 

観光／業務等別、アジア／アジア以外別の計４区分別にモデル式を

以下の通りとした。式中の「２」は、出国ベースの予測値を２倍して

出入国ベースの予測値に直していることを示すものである3。 

説明変数として取り込むアクセシビリティ指標は、航空経路選択モ

デルから計算されたログサム変数を、旅行目的別ＯＤ量で重み付け平

均したものである。 

 
DEMi＝2・POPi・｛GRPPCi

α1・ACCi
α2・expβ｝ 

          (人口 )     (発生原単位 ) 
 

DEMi ：国内居住地ゾーン i の日本人出入国者数（人/年）  
POPi ：国内居住地ゾーン i の夜間人口（千人） 
GRPPCi ：国内居住地ゾーン i の 1 人当たり実質 GRP（千円/人年） 
ACCi ：国内居住地ゾーン i と海外方面間のアクセシビリティ指

標 
（航空経路選択モデルから算出されるログサム変数）  

α1～α2，β  ：パラメータ 
 

② 出入国外国人 

アジア／アジア以外の２区分別にモデル式を以下の通りとした。な

お、式中の「２」は、出国ベースの予測値を２倍して出入国ベースの

予測値に直していることを示すものである 3。 

説明変数として取り込むアクセシビリティ指標は、航空経路選択モ

デルから計算されたログサム変数を、ＯＤ量で重み付け平均したもの

である。 

 
DEMi＝2・｛JYUGYOi

α1・ACCi
α2・TYOi

α3・expβ｝  
 

DEMi ：国内訪問地ゾーン i の外国人出入国者数（人/年）  
JYUGYOi ：国内訪問地ゾーン i の従業者数（千人） 
ACCi ：国内訪問地ゾーン i と海外方面間のアクセシビリティ指

標 
（航空経路選択モデルから算出されるログサム変数）  

TYOi ：東京ゾーン i の固有ダミー 
α1～α3，β  ：パラメータ 
 

                                            
3 ベースデータとする国際航空旅客動態調査（運輸省）では、日本人、外国人ともに出国ﾍﾞｰｽのデータとなっ

ている。 
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全国の
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鉄道

自家用車

…

…
日本全体
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（３）航空経路選択モデル 

モデル式は以下の通りとした。説明変数として取り込むアクセシビ

リティ指標は、空港アクセス交通機関選択モデルから計算されたログ

サム変数である。 

 

               
)_rexp(

)_rexp(
_r

_rc
ijr∑

∈

=

ijr

ijr
ijr V

V
P  （ ３.４.１’ ） 

          ijr
k

ijkrkrijr _rLogsum_rX_r_rV ・・ γβ +=∑  （ ３.４.２’ ） 

 
ijr_rP  ：国内ゾーン iと海外ゾーン j間での航空経路 rの選択確率 
ijr_rV  ：国内ゾーン iと海外ゾーン j間の航空経路 rを利用したと

きの効用 
ij_rc  ：国内ゾーン iと海外ゾーン j間の利用可能な航空経路の集

合 
ijkrX  ：国内ゾーン iと海外ゾーン j間の航空経路 rを利用した場

合の k番目の交通サービス指標 
kr_rβ 、 _rγ  ：パラメータ 

ijr_rLogsum  ：国内ゾーン iと海外ゾーン j間の航空経路 rを利用する場

合に、国内の空港へのアクセス利便性を表わすアクセシビ

リティ指標で、空港アクセス交通機関選択モデルから計算

されるログサム変数。国内ゾーン iから国内空港 nまでレベ

ル２（後述）の空港アクセス交通機関 mを選択するときの

効用を inm2ac_V 、利用可能な空港アクセス交通機関の集合

を in2ac_c としたとき、次の式で表わされる。 

         ( )








= ∑
∈ in2ac_cm

inmin 2ac_Vexplnr_Logsum  （ ３.４.３’ ） 
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日本全体

地域毎
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（４）空港アクセス交通機関選択モデル 

モデル式は、以下の通りとした。 

レベル２でのアクセシビリティ指標は、公共交通機関相互の選択を

表すレベル１から計算されるログサム変数である。 

 

   ［レベル１］ 

              
)_ac1Vexp(

)_ac1Vexp(_ac1P

ij_ac1cm
inm

inm
inm ∑

∈

=  （ ３.５.１’ ） 

              inmk
k

mkinm X_ac1_ac1V ・∑= β  （ ３.５.２’ ） 

inm_ac1P  ：国内ゾーン iと国内空港 n間でのレベル１の空港アクセス交

通機関 mの選択確率 
inm_ac1V  ：国内ゾーン iと国内空港 n間でレベル１の空港アクセス交通

機関 mを利用したときの効用 
in_ac1c  ：国内ゾーン iと国内空港 n間で利用可能なレベル１の空港ア

クセス交通機関の集合 
inmkX  ：国内ゾーン iと国内空港 n間でレベル１の空港アクセス交通

機関 mを利用した場合の k番目の交通サービス指標 
mk_ac1β  ：パラメータ 

 

   ［レベル２］ 

            
)_ac2Vexp(

)_ac2Vexp(_ac2P

in_ac2cm
inm

inm
inm ∑

∈

=  （ ３.５.３’ ） 

       inm
k

inmkinm _ac2Logsum_ac2X_ac2_ac2V ・・ γβ +=∑  （ ３.５.４’ ） 

     ( )








= ∑
∈

=
in2ac_c'm

'inm)m(inm 1ac_Vexpln2ac_Logsum 公共交通機関  （ ３.５.５’ ） 

 
inm_ac2P  ：国内ゾーン iと国内空港 n間でのレベル２の空港アクセス交

通機関 mの選択確率 
inm_ac2V  ：国内ゾーン iと国内空港 n間でレベル２の空港アクセス交通

機関 mを利用したときの効用 
 

in_ac2c  ：国内ゾーン iと国内空港 n間で利用可能なレベル２の空港

アクセス交通機関の集合 
inmkX  ：国内ゾーン iと国内空港 n間でレベル２の空港アクセス交

通機関 mを利用した場合の k番目の交通サービス指標 
inm_ac2Logsum  ：レベル２の公共交通機関の固有変数であるアクセシビリテ

ィ指標でレベル１から計算されるログサム変数 
inm'_ac1V  ：国内ゾーン iと国内空港間 nでレベル１の空港アクセス交

通機関 'm を利用したときの効用 
in_ac1c  ：国内ゾーン iと国内空港 n間で利用可能なレベル１の空港
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アクセス交通機関の集合 
km_ac2β 、 _ac2γ  ：パラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）際際トランジットモデル 

モデル式は、空港別出入国外国人に最新年（2005 年）の出入国外国人

に対するトランジット数比率原単位を乗じる原単位型とする。 

なお、成田・関西・中部空港については欧米方面の出入国外国人、福

岡・那覇空港については全方面の出入国外国人に対して、トランジット

数比率原単位を乗じる。 

 
ｙpt＝αp・ｘpt 

ただし、 
ｙpt ：t 年の空港 p のトランジット数（人/年） 
ｘpt ：t 年の空港 p の出入国外国人（人/年） 
αp ：空港 p の出入国外国人に対するトランジット

数比率原単位 
  （2005 年値一定） 

 

 
空港別トランジット数の方面別への配分は、成田・関西・中部の３空

港は「国際航空旅客動態調査」における 2005 年実績の方面別シェアが一

定と仮定して行う。「国際航空旅客動態調査」で調査対象外の福岡・那覇

の２空港は、将来の方面別出入国外国人に比例すると仮定して行う。 
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６．国内航空貨物需要予測のモデル式 

 
モデル式は以下のとおり。 

 
ｙ＝日本ＧＤＰα×規制ダミーβ×γ 

 

ｙ   ：貨物量（空港管理状況調書） 

α,β,γ  ：パラメータ 
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７．国際航空貨物需要予測のモデル式 

 
（１）海外方面別発生・集中モデル 

 
①モデル A：基本ケース 

韓国輸入 

( ) ( )( )jtjtjtjttj
jjjj DMYRATEFGDPJGDPQ εδγβα expexp ・・・・=  

 
②モデル B：構造変化を想定 

太平洋輸出 

( ) ( ) ( )( )jtjtjtjtjtjtjtj
jjjjjj DMYDMYRATEFGDPFGDPGDPQ εεδγββ exp2expexp211J 221
・・・・・・

α=

( ) ( ) ( )( )jtjtjtjtjtjtjtj
jjjjjj DMYDMYRATEGDPJGDPJGDPQ εεδγ exp2expexpF21 221
・・・・・・

βαα=

 
③モデル C：GDP 占める貿易額の割合を算出 

中国香港輸出・台湾輸出・韓国輸出・台湾輸入 

( ) ( )( )jtjtjtjttj
jjj DMYRATEFGDPJGDPQ εδγβ expexp ・・・・=  

⇔
( ) ( )( )jtjtjtj

t

tj jjj DMYRATEFGDPJGDP
Q

εδγβ expexp ・・・=  

 
④モデル D：構造変化を想定し、GDP 占める貿易額の割合を算出 

ASEAN 輸出・欧州輸出・中国香港輸入・ASEAN 輸入・太平洋輸入・

欧州輸入 

( ) ( ) ( )( )jtjtjtjtjtjttj
jjjjj DMYDMYRATEFGDPFGDPJGDPQ εεδγββ exp2expexp21 221 ・・・・・・=

 
tjQ  ：t 年の海外方面 j の実質航空貿易額（10 億円/年，2000 年価

格） 
tJGDP  ：t 年の日本実質 GDP（10 億円/年，2000 年価格） 
tjFGDP  ：t 年の海外方面 j の実質 GDP（10 億 USD/年，2000 年価格） 
tjRATE  ：t 年の海外方面 j の為替レート（円/相手国通貨） 
tjDMY  ：t 年の海外方面 j のダミー変数（WTO ダミー又は IT バブ

ルダミー） 
εδγβα ,,,,  ：パラメータ 
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（２）国内地域別モデル 

 
１）モデル式 

( )( )εβα exp21 ・・ iii XXQ =  

 

Qi  ：i 地域の発生集中量 

Xin  ：i 地域の社会経済指標（ＧＲＰ、工業製品出荷額など） 

α、β・・・ ：パラメータ 

ε  ：定数項 

 

 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（３）分布モデル 

 
国内 47 都道府県－海外６方面の現在（2005 年）の地域間の各 OD パタ

ーンが変化しないとの前提（現在パターン法）をおき算出する。 

 

 

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（４）航空経路選択モデル 

・輸出入別（２）にモデルを構築した。 

・データは輸出入別（2）海外方面別（28）都道府県別（47）にセット

した。 

注）予測にあたっては、海外 6 方面を 2005 年度実績又は将来 GDP

シェアで 28 方面に按分する。 

・選択空港は2005年に国際航空貨物の取扱いの大きい12空港とした。 

（成田、関空、中部、札幌、新潟、小松、福岡、沖縄、仙台、広島、

鹿児島、仁川）なお、仁川の扱いは以下のとおり。 

【仁川トランジットの扱いについて】 

・国内の出国空港： 

①県内の空港に仁川便が就航している場合はその空港 

②そうでない場合は陸上アクセス機関で早く到達できる以下の空港 

（千歳、仙台、成田、中部、関西、福岡） 

・陸送時間・運賃：国内の出国空港までの陸送時間・運賃 

・便数：国内の出国空港から仁川までの便数 

・路線数：国内の出国空港から仁川までの路線数（＝１） 

・ラインホール時間：国内の出国空港から仁川までの平均航空時間 

・仁川 T/S ダミー：仁川トランジット選択の場合のダミー(乗換えなど

を考慮して符号条件はマイナスとした) 

・羽田空港は成田空港と併せて首都圏空港として扱った。 

・説明変数は、「陸送時間」「フレイター便数」「ベリー便数」の組合せ

とした。 

 

【集計ロジットモデル】 

 
Yi = α1×Xi1+α2×Xi2+α3×Xi3+・・・・αn×Xin 

 
Pi  ：経路 i の選択確率 

Yi  ：経路 i の効用水準 

Xi1,…,Xin ：経路 i の輸送サービス水準 

   （陸送費用・陸送運賃・総便数・フレイター便数・ラ

インホール時間等） 

α1,…,αn ：パラメータ 

 

Pi =  
exp(Yi) 

exp（Yi） Σ 
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全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量
（①発生集中量）

地域間の
交通量
（②分布交通）

交通機関別
交通量
（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要
（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要
（アクセス機関選択）

鉄道

自家用車

…

…
日本全体

地域毎
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（５）継越貨物モデル 

１）アジア発着継越貨物モデル 

( )( )εβα exp21 ・・ iii XXQ =  

 

Qi  ：i 地域の発生集中量 

Xin  ：i 地域の社会経済指標 

α、β・・・ ：パラメータ 

ε  ：定数項 

 

２）北米・欧州配分モデル 

アジア発着の継越貨物量を過去 10 年間の欧米間の平均シェアにより

配分する。 

 

３）空港別配分モデル 

継越貨物は成田空港、関西空港、中部空港に配分されることとし、そ

の配分率は現状（2005 年）の比率が将来も変化しないと想定する。 

 
４）海外方面別配分モデル 

直送モデルで予測された貨物の比率により算出する。 

（継越貨物は直送貨物の取り扱い量が多く発着便数が多い空港を利用

すると考えられるため）。 

 

 


